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1 はじめに
オース トラリアは, 日本に限らず世界のエネルギー市場にとって重要な供給
国である。とりわけ,石炭・ウラン・天然ガス市場においてはそうである。本
稿は,オー ス トラリアにおけるエネルギー需給構造の特徴を示 し,それを支え
るエネルギー産業の現況を明らかにする。
手始めに,オー ス トラリアと日本との数量的な比較を通 じて,オー ス トラリ
アのイメージを探ってみよう。オース トラリアの人口は1,830万人,経済規模
は4兆6千万 ドルである(1)。 これは,それぞれ日本の7分の1,12分の 1であ
る。一方,国土面積は日本の約 20倍であるため,人口密度は,日本の 140分の
1となる。また,一人当たりの所得は, 日本の約 6割である。
エネルギー需給についてみれば,国内で消費されるエネルギー量は,101
MTOE(石油換算百万 トン)であり, 日本の約 5分の1である0。 さらに,エ
*本稿は,1999年度の名古屋学院大学総合研究所,研究奨励金による研究成果の一部である。
(1)1998年値,ABS(1999)参照,以下同じ。
(2)OECD/1EA(1999)
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ネルギー消費に起源を持つ二酸化炭素排出量は,82×百万 トン Cーで, 日本の
321×百万 トン Cーに比べて4分の 1である。しかし,一人当たりのエネルギー消
費量や二酸化炭素排出量 となると,日本に比べて,順に1.4倍,1.8倍と大きい。
両者をGDP当たりで比較すれば,それぞれ日本の2.3倍,3.0倍と,際だって
大きな値になる。
オース トラリアのエネルギー輸出量は生産量のほぼ 7割に匹敵する量であ
り,輸出総額に占めるエネルギー輸出金額の割合は18%である。これは,品目
別輸出額の第一位にランクされる (1997-98年)。 中でも,石炭は最大の輸出品
であり,全輸出額の約 11%を占めている。原油,石油製品,および天然ガスは,
それぞれ2%を占め,ウラン鉱石および濃縮ウランや トリウムの合計は,輸出
金額合計の0.3%である。
2 エネルギー資源量
2.1 オース トラリアの位置づけ
オース トラリアが自然資源に恵まれ,主要な農業製品輸出国であると同時に
鉱物エネルギー資源の輸出国であることは広 く知られている。実際,OCED諸
国にあって,例外的なエネルギー資源の純輸出国である。
OECD内でエネルギーを純輸出している国は,オー ス トラリアの他にカナ
ダ,ノルウェーおよびイギリスがある。ノルウェーやイギリスは,1970年代後
半に開発された北海原油が両国をエネルギー輸出国と変え,主として欧州諸国
の供給源となっている。一方,カナダは豊富な石炭と天然ガスを抱え,それら
を隣国の米国および欧州,一部を日本や韓国に輸出している。カナダは経済規
模や人口がオーストラリアよりも一回り大きいものの,資源保有構成からみれ
ば,オー ス トラリアと比較的類似 した国といえよう。 しかし,オー ス トラリア
との決定的な違いは,輸出先として対米依存の高さである。
逆に,オー ス トラリアが持つ特異な性格は,地理的にアジアに近いことであ
る。宗主国は依然として英国であり,政治的軍事的な結びつきは英国や米国と
強い。 しかし,エネルギーに限らずビジネスを行う上でのマーケットは軸足を
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アジアに置かざるを得ない。それがオース トラリアの特異性である。
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2.2 伝統的なエネルギー資源量
国内に賦存する伝統的なエネルギー資源量は,表2.1に示される。
石炭およびウランの埋蔵量の大きさが,際だっている。世界の石炭埋蔵量に
占めるオース トラリアの割合は,渥青炭 (黒炭)が7%,褐炭が22%,両者計
で10%である。また,これらの可採年数 (R/P比)は200年余であり,長期的
にも十分な資源供給の可能性を示 している。石炭の主要な鉱山は,クウィーン
ズランド州 (以下QLD州)とニューサウスウェールズ州 (NSW州)に分布 し
ている。
また,ウランについては,世界の埋蔵量の20%,可採年数は100年余という
大きな賦存量である。現在ウラン鉱石は,Rangerおよび01ympic Damという
二つの鉱山で生産されているが,世界最大のウラン埋蔵量を誇るJabiluka鉱山
開発計画を連邦政府が承認 したことから,さらに生産量は拡大する予定である。
一方,石油 (原油およびコンデンセー ト)の資源量は, 卜_記二つの資源に比
べれば,それほど大きくない。石油の埋蔵量は,世界の0.1%,可採年数も10
年を切っている。石油については,現在,既に純輸入国である。 しかし,石油
の確認埋蔵量は,1998年1月の 18億バレル (石油換算 2.6億トン)から1999
年 1月には,29億バレル(同4.3億トン)に急増 し,記録的な発見と探索が 1998
年に行われたという報告もある0。 これらは,西オース トラリア州 (以下WA
州)沖合のCarnarvon BaSin(堆積盆地)を中心とした探索活動による。確認
済みの埋蔵量は,タスマニア州 (以下TAS州)とビクトリア州 (以下VIC州)
の間にあるバス海峡 に位置す るGippsland BasinとWA州のGarnarvon
Basinが中心である。
天然ガスの理蔵量は,世界の1%を占め,可採年数は50年である。天然ガス
の埋蔵量 もここ数年積極的な探査活動によって,急増 している。例えば,1997
年から1998年にかけて,オー ス トラリアの天然ガス確認埋蔵量は三倍以上に
(3)US.DOE(1999)
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表2.1 オース トラリアの資源量
石炭 石油 天然ガス ウラン
涯青炭 褐炭 合計
単位 10億トン 10億トン 10億トン 10億トン 兆m3 百万トン
オーストラリアの確認埋蔵量
ABARE(a)  経済的
準経済的
合計
0.19
0.02
0.22
0.62
0.09
0.71
0.87
0.63
1.50
BP統計(b) 47     43     90    0.39    1.26
V√EC(C) 49     41     90    0.35     1.35     0.72
生産量(1997)
R/P上ヒ
0.27
204
0.33
300
0.06
733
0.025
9
0.0300.0065
109
世界の確認埋蔵量
BP統計
WEC
オース トラリアシェア(%)
509
789
7.0
475
196
22.5
984
984
10.1
141
146
0.1
146
147
1.0
3.38
20.9
(出所 ) (a)
(b)
(C)
Australian iBureau Ofノgヽricultural and iResource Econornics,end of 1996
BF)Vヽorld iEnergy Statistics,end of 1999
World Ellergy(:)Ouncil,end Of 1997
なった。埋蔵資源は,原油と同様にバス海峡のGippsland BasinおよびWA州
のCararvon Basin,北部準州 (以下NT州)沖合の Brose BasinやBOnaparte
Basinに位置している。近年は,後者 3地区を中心とした North‐West Shelfの
開発が盛んで, 日本に運ばれるLNGはCarnarvOn BasinのNorth Rankin/
Goodwynガス田のものである。
2.3 再生可能エネルギー
さらに,再生可能エネルギーについても潜在的な供給力は大きい。太陽を利
用するのに好都合な気候条件を抱えているし,風,小水力やバイオマスなど,
太陽以外の資源を開発するにも大きな可能性を持つ。
現在,NSW州は,電力販売における世界最大のグ リー ンパワ ・ープログラム
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を持ち,契約者 270万人を要 している。グリーンパワーとは,風,太陽および
小水力,およびバイオマスなどを発電ソースとした電力である。
再生可能エネルギーの開発は,オー ス トラリアの連邦政府および州政府に
とっても喫緊の課題である。その理由は,気候変動への対応が国際的に重要な
政策課題 となってきたためである。1999年11月に,再生可能エネルギーの導入
促進を図ることを目的とした「再生可能エネルギー2%ルール」が新たに導入
されている (後述)。
オース トラリアは,一人当たりの太陽光発電利用が世界で最 も高い。産業・
科学・資源省によると,合計の取 り付け発電能力は約13 MWであり,年間約 2
MWで拡大を続けている (1998年)。
また,現在稼働 している最大の風力発電施設は,NSW州のCrookwellにあ
る。当該施設は1998年8月に運転を開始 し,4.8MWの能力を持つ。他の施設
としては,WA州の沿岸部Esperanceにあり,2.4MWである。
さらに,埋立てガスがある。これは,古チップの埋め立て場所で有機物が酸
素分解により産出するメタンである。現在の埋立てガスの設備能力は,72 MW
であるが,2000年までに100 MWまで増大する見込みである。
水力発電は,約7,580 MWの発電能力を持ち,オー ストラリアの発電量の約
15%を担っている。二つの重要水力発電会社は,NSW州内にあるSnowy
Mountains Hydro‐Electric AuthorityとTAS州の H dro‐Electric Corpora‐
tionである。
3 エネルギ ・ーバランス
3.1 -次エネルギー総供給
オース トラリアのエネルギーバランス上の大きな特徴は,豊富な資源を背景
に,生産 したエネルギーの大半を輸出していることである。
ABARE(Austrahan Bureau of Agriculture and Resource Economics:
オース トラリア農業資源経済局)のデータで,それを確認してみよう。1997-98
年度の一次エネルギー総供給 (生産十輸入)は13.3×EJ(エクサジュール=1018
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表3.1 オーストラリアのエネルギーバランス (1997-98)
総供給
国内生産
輸入
総需要
輸出
在庫変動
国内需要
(単位 :PJ)
同左
317
317
212
-10
115
転換部 「1
最終消費
産業
輸送
業務
家庭
非エネ
(注)
(資料)
木材等には,木材およびバガスを含む。ウラン鉱は0.56PJ/tで熱量換算。
lPJ=1015J=2.3885×101l kcal
ABARE,ノ生πs`η′a夕ηI]πιtty Zα″′ι DιυιノορZιπノαη″f)%οリセι′ι・οπsめ2θIイ fーa
1999
ジュール),石油換算にすれば317×百万 トンである。このうち国内生産が92%
(12.2×EJ),輸入が8%(1.1×EJ)である。輸入は全量が石油 (原油および
石油製品)である。
総供給の対にある総需要をみると,36%の4.8×EJが国内需要に向けられ,
67%の8.9×EJが輸出に回る (この年は,在庫取 り崩しが3%ある)。
国内生産と輸出とを比較すれば,生産量合計の73%が海外に向けられる。と
りわけ,ウラン鉱は全量が海外輸出されるし,石炭は7割,天然ガスの3割が
海外向けである。石油については,輸出入の出入りがあるため,内需と国内生
産で比較すれば,ネット2割分を輸入に依存 している。
石炭 木材等 石油 ガス 水力 電力 太陽 ウラン 合計
6,517    222  2,458  1,272     584 2,7213,255
222  1,374  1,272
1,084
6,517 58 4  2,7251 ,171
1,084
6,517    222  2,458  1,272     584 2,7213,255
4,620
-108
2,005
810
-17
222  1,665
3,015
-291
8,857
-412
4,810
1,587
3,223
1,820
183
0   116
222  1,548
56  -607
607
491
3
49
116
292
8
140
167
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3.2 -次エネルギー国内需要
一次エネルギー総需要の36%が国内消費に向けられる。1司年の一次エネル
ギー国内需要量は,4.8×EJ(石油換算 115×百万 トン)で, 日本の約 5分の 1
である。エネルギー源別の構成は,石炭42%,石油35%,天然ガス18%と化石
燃料だけで94%を占める。そのため,エネルギー消費起源の二酸化炭素排出量
は,相対的に大きいものとなる。前述のように国内エネルギー需要規模は日本
の5分の1だが,二酸化炭素排出量は日本の4分の 1である。
一次エネルギー国内需要は,二次エネルギーヘの転換 (転換部門)に33%が
使われ,残る67%が最終エネルギー消費に回る。最終エネルギー消費の消費部
門別構成は,産業部門43%,輸送部門37%,民生 (業務,家庭)部門18%であ
る。欧米諸国では3部門がおよそ3分の1ずつを分担 しているから,それらと
比較すれば,民生部門が相対的に小さく,産業部門と交通部門の比率の大きい
ことがオース トラリアの特徴である。ちなみに日本は,産業部門比率が際だっ
て大きく最終エネルギー消費の約半分を占める。
4 エネルギ…供給
4.1 全体の生産量の推移
図4.1は,オー ス トラリアのエネルギー生産量の推移を示す。生産量合計は,
1974年の 3×EJから1998年には 12×EJと4倍に拡大 した。この間の年平均
増加率は6%である。増加した生産量のエネルギー源別寄与は,石炭が52%,
ウランが30%,天然ガス12%,そして石油が5%である,
4.2 石炭生産
生産量において最大のエネルギー源は石炭であり,その内訳は源青炭(黒炭)
48%,褐炭5%,両者で54%を占める(1997-98年)。 1960年代初頭の涯青炭生
産量は,2,000万トン台であったが,70年代初頭に5,000万トン台に乗せ,
1997-98年では2億2,000万トンに拡大 している。主要な炭鉱はQLD州のポー
エン炭田,NSW州のシドニー炭田など,現在は118の炭鉱が操業を行ってい
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(生産量 :PJ) (石炭比率 :%) 馘秒⑮ウラン
■■1再生可能
工 不
四%ヨ天然ガス
EI]石油
国Ⅱ]木材等
圏国 褐炭
匡=]黒炭
一 石炭比率
14,000
12,000
10,000
8,000
6,000
4,000
2,000
0
1974    1978    1982    1986    1990    1994    1998
(注) 再生可能エネルギーは,水力と太陽を計上。
(資米斗)前掲図に同じ, ABARE,1999
図 4。1 エネルギー生産量の推移
る。
オース トラリアの石炭開発は, 日本の鉄鋼業の発展と深い結びつきがある。
銑鉄生産における高炉法では,原料炭 (微粘結炭)を原料としたコークスが鉄
鉱石(酸化鉄)の還元剤として用いられる。1960年代から70年代前半にかけて,
日本の鉄鋼会社はこぞってオース トラリア炭の開発輸入を進めてきた。この時
期,オー ス トラリアが輸出する原料炭は,ほぼ全量日本向けであった。
しかし,第一次石油危機を契機に変化が訪れる。石油危機によって,オー ス
トラリア炭の引き合いが増え,生産が急拡大 したのは原料炭ではなく一般炭で
あった。一般炭は,電力や紙パルプ,化学産業などのポイラ燃料として,また
セメント産業におけるキルン燃料として用いられる。日本がオース トラリアか
ら一般炭輸入を開始 したのは1974年であり,それが本格化するのは第二次石油
危機前後である。1980年代前半は,一般炭が石油代替エネルギーとして世界的
にもてはやされた時代である。
原料炭 。一般炭を合わせたオース トラリア炭の輸出量の約半分が,現在でも
日本向けである。こうした日本との取引がオース トラリアの石炭生産を鼓舞 し
てきた。現在の涯青炭生産量は2億2,000万トンであるが,2015年には3億ト
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ン近い量が見込まれている(4)。
一方,褐炭は生産全量が国内で消費される。1997-98年の褐炭生産量は涯青炭
の約 3分の 1で,6,500万トンである。生産地はVIC州にあり,州内の発電燃
料として消費される。1990年以降に限れば,褐炭の生産拡大速度は涯青炭以上
であり,年率4.3%を示 した。褐炭は,単位熱量当たりの二酸化炭素排出量が涯
青炭以上に大きいことから,地球温暖化対策とは逆行するものの,価格が安い
ために,競争力のある発電燃料となっている。
これに拍車をかけているのは,1990年代前半から進められてきた電力規制緩
和である。それまで,オー ス トラリアの電力市場はそれぞれの州内で独立 して
いたが,1998年に「全国電力市場」の第一段階が出来上がった。安い褐炭を発
電燃料とし,発電コストが安いVIC州内の発電会社にとって,「全国電力市場」
は名実共に新たな市場となった。その結果VIC州は「全国電力市場」の有力な
電力供給者となり,発電量そして発電燃料の褐炭も拡大を続けてきた。こうし
た褐炭生産,そして褐炭を燃料とした発電量はここ数年維持され,2000年代前
半まで6,500万トン台の生産規模が想定されている(5)。
4.3 ウラン鉱
石炭に次いで大きな生産量を持つエネルギー源は,ウランである。1997-98年
の生産量は4,920トン Uーであり,過去最高となった。これは同年のエネルギー
生産合計 (熱量ベース)の22%を担った。
国内に原子力発電所を持たないオース トラリアでは,生産されたウランの全
量が海外に輸出される(6)。ウランの産出は,1970年代末にNabarlek鉱山から始
まった。同鉱山は1981-82年に操業のピークを迎え,4,220トン Uーの生産量を
誇った。 しかし,その後,埋蔵資源の枯渇と世界的なウラン市場の軟化から,
生産量は徐々に減衰 してゆ く。1990年代に入ると,Rangerおよび01ympic
(4)ABARE(1999),ABAREが行う長期見通しは,モデルワークを基礎としているだけで
なく,一部はABAREが各年に行う「燃料・電力調査」を通じて集められた関連業界の
予測や意見を反映 した値が採用される。p.7
(5)ABARE(ibid.)p.178
42 名古屋学院大学研究年報
Damという2つの鉱山が生産を開始 したものの,Nabarlekの資源は更に先細
りとなり,国全体のウラン生産は低迷 した。ボ トムとなる1994-95年の生産量
は2,230万トンであり, ピーク時の半分となった。
当時の労働党政権は「ウラン3鉱山体制」政策を掲げ,これ以上のウラン鉱
の開発や拡張を行わないことを決めている。そのため,1990年代初頭には,
Nabarlekの実質上 開山から,操業鉱山はRangerと01ympic Damの二つだ
けになった。
しかし,1996年にハワー ド連立内閣が発足すると,労働党が掲げていた「ウ
ラン3鉱山体制」政策を廃止する(1996年3月)。 同政策は,競争を制限し産業
の発展を阻害するものだというのがその理由である。ハワー ド政権は,Energy
Resources of Australia社(ERA社)が提案 していたJubHukaウラン鉱山開
発計画を承認し,開発許可を与えた。Jubiluka鉱山は世界最大のウラン埋蔵量
を誇 り,これが操業を開始するとオース トラリアは世界最大のウラン供給国に
なる。
連邦政府はJubiluka鉱山開発がもたらす効果として,以下を指摘 している。
この開発によって,25年間で120億ドルの売 り上げが期待され,これはGDPを
38億ドル押 し上げる。直接雇用として380人,間接雇用として1,140人の就業
機会が見込まれる。このプロジェクトにより7,000万ドルの資本投下が行われ,
アボリジニ・コミュニティには2億1,000万ドルの利権料が支払われる(7), と。
また,同ERA社が操業するRanger鉱山の拡張工事は1997年8月に終了
(6)原子力設備がオーストラリアに全くないわけではない。シドニー近郊のLucas Heights
にはオーストラリア原子力科学技術機構 :ANSTO(Australia Nuclear Science and
Technology Organization)が運転する研究炉のHIFAR(High Flux Australian
Reactor)がある。規模は10-15 MWで,既に50年近 くの運転を行っている。老朽設備
のために,その更新が社会的な問題になっている。設備更新について,連邦政府はゴー
サインを出し,2000年7月13日に工事の契約調印が行われた。この研究炉は研究実験「 l
であり,医療に使われる同位元素を生産するために必要であるというのが,政府および
Lucas Heights側の主張である, しかし,核不拡散,廃棄物問題などから世論の反対も
大きい。政府およびANSTOの立場はANSTO(1997),議論の焦点はSBS(2000)な
どを参照。
(7)HOward,J.(1998)
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し,1司鉱山の生産規模は年産 5,000トン Uーとなった。
新たなウラン鉱山開発計画には,WA州のKintyreやB verley and Honey―
moonなどが名乗りを上げている。世界的にウラン市場は軟化基調にあるにも
関わらず,ABAREが想定するオース トラリアのウラン生産量は,2003-04年以
降,年産 1万180トン Uーであり,これは現生産量の倍の規模である(8)。
4.4 石油
現在の原油・コンデンセー トの生産量は,年産3,300万kl程度である。これ
は,オー ス トラリアの全エネルギー生産量の 10%を占める。
商業油田として最初に開発されたのは,QLD州にあるSurat Basinで1961
年のことである。これが,オー ス トラリアにおける石油開発ラッシュの引き金
となり,それ以降,大量の資金が石油開発に投入され,1960年代後半には埋蔵
量が次々と確認されていった。
1969年には,Esso―BHPの合弁事業が,VIC州のGippsland沖合で最大規模
の埋蔵量を誇 り,生産性 も高い油田を掘 り当てた。原油価格の変動は石油開発
に大きく影響を及ぼすものの,それ以降も比較的堅調な開発投資が進められて
いる。現在の3大1由田ナ也域は,Bass'毎峡(Gippsland Basin),North West Shelf
(Carnarvon Basin),北部オース トラリア (Bonaparte Basin)である。
石油開発に関する規制は,内陸部は州政府が,沖合は連邦政府が管轄する。
現連邦政府は,沖合の開発に関して規制の簡素化を進め,それが積極的探索・
開発投資をもたらしている。最近注目される鉱区は,インドネシアとの共同開
発協定地域 (ZOCA:Zone of Cooperation Agreement)とされるチムール海
である。ここを舞台に,オー ス トラリア国内の石油開発会社はもとよリメジャー
ズ各社が開発競争を繰 り広げている。
ABAREによれば,将来的にも現在の3,100～3,500万kl程度の生産が維持
される見通 しである。
(8)ABARE(1999),前掲書p.178
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4.5 天然ガス
天然ガスの生産は,石油開発と同時にスター トしている。1960年代の石油開
発ブームに乗って,石油随伴ガスの生産が行われていた(9)。しかし,本格的に天
然ガスが利用され,ガス田が開発されるのは1970年頃からである。その後,急
激に生産は拡大 し,現在の生産量は熱量ベースで原油と同程度となっている。
1989年以前には,生産された天然ガスは,専ら国内消費に充てられていた。
しかし,1989年から,天然ガスを液化 したLNG生産がスター トし,これにつ
いては当初から輸出志向の開発であった。現在のLNG生産規模は年産750万
トンであり,そのうちの710万トンが日本に向けて輸出される。日本以外のオー
ス トラリア産LNGの輸入国はスペイン,トルコ,韓国である。国内向けの天然
ガス生産量は,LNG生産量の約 2倍である。
5大ガス田は,① GOrgOn/Chrysar,② Breck Nock,③ S ott Reef,④ North
Rankin,⑤ Scarboroughである。② と③はWA州Broome沖の Browse Basin
に位置し,①,④,⑤はWA州Dampier沖のCarnarvon Basinに位置してい
る。日本に輸出されるLNGは④ North RankinのGoodwynガス田から産出
される。
今後もLNGに関するプロジェクトは目白押しである。それらは,① North
West Shelf(前述のNorth Rankin)の拡張計画,② Gorgon Chrysaorプロジェ
クト(場所は①の南西),③チモール海にあるBayu‐Undanプロジェクトなどで
ある。
North‐West Shelfの拡張プロジェクトは,40億米ドルを費やして,生産能力
を現在のほぼ倍にするものである。増産される700万トンのLNGは2003年か
ら, 日本,韓国に輸出することを前提としていた。 しかし両国は,バブル経済
(9)天然ガスはメタン(CH4)を主成分とするガスである。そのため,LPGのブタンやコー
クスガスとは異なる。日本と同じように,都市ガスあるいはLPGのような形でガス供給
をしていた会社は,既に1800年代から存在していた。オース トラリア最初の燃料ガス販
売は,1844年に鍛冶屋のGeorge SouthがVIC州で始めたとされる。その6年後にCity
of Melbourne Gas and Coke Companyが設立され, さらにその6年後にメルボルンの
街にガス灯が灯った。AGA(1999)
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の後遺症やアジア通貨危機の影響から国内経済は軟調で, しかも,規制緩和に
伴う市場競争の激化が,長期に渡って拘束されるLNG契約の締結に二の足を
踏ませている。そのため,現在では潜在的な購入者として中国やインドが取 り
ざたされている。
上記のプロジェクトの近 くに位置するGorgon Chrysaorプロジェクトも,生
産開始年は2003年を予定している。生産規模は,最大800万トンである。これ
もまたアジア域内の需要の低迷から,計画の遅延と縮小を余儀なくされている。
1998年10月に中国とオース トラリア間で合意を結び,中国としては最初の
LNG施設を広東省に建設することを発表 した。供給量は年産 300万トンから
スター トする。
Bayu―Undanプロジェクトは,チモール海のインドネシアとオース トラリア
が共同開発条約を結んでいる地域に位置する。合弁主体のBHPと米国 Phil‐
Hps社との間にLNGプラント設計で合意が成立 しないなど計画の進捗が危ぶ
まれていた。しかし,1999年4月にPhinips社が最大株主になったことから,
事業の伸展が見込まれている。もっともこのプロジェクトも顧客が決まってい
ないため,先行きは予断を許さない。
4.6 再生可能エネルギー
1997-98年における再生可能エネルギー(10)の生産量は,284×PJである。これ
はオーストラリアのエネルギー生産量合計の2.3%,一次エネルギー国内需要
の5.8%を担っている。
地球温暖化対策の一環として,再生可能エネルギーの導入拡大は現政権の重
要な政策目標である。1997年11月のハワー ド首相声明「未来を守る(H)」は,オー
ストラリアが進める地球温暖化対策の大枠を示した。再生可能エネルギーの導
入促進は対策メニューの一つとして組み込まれている。同政策に予算の裏付け
を行い, より具体化した政府方針は,1999年5月の「GSTへの変更(12)」とぃぅ
(10 再生可能エネルギーには,本材,バガス,水力,太陽を計上。
(H)Howard(1997)
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首相声明で示された。この声明が持つそもそもの意図は,2000年7月から導入
したGST(財サービス税)に関する説明であった。新税の使途には環境対策が
含まれること,その一部は再生可能エネルギー支援に充てられることが,その
声明で示された。両声明によれば,再生可能エネルギーヘの制度的枠組みは次
のようになる。
政府は再生可能エネルギー導入のために,6,500万ドルを予算化する。そのう
ちの2,100万ドルで「特別再生可能エネルギー革新投資基金」を設立 し,官民
ベンチャーの成長を促す。また,3,000万ドルを再生可能エネルギー産業の発展
と商業化のための貸付け資金や補助金に充てる。この貸付金や補助金の中味が,
前述の「GSTへの変更」で紹介されている。さらに,1,000万ドルを最先端の
再生可能エネルギー技術の『陳列ケース』計画へ出資する。この領域には潮力
発電,太陽熱発電,および光電池の技術などが合められている。
加えて,連邦政府は州政府と共同しながら,電力供給における再生可能エネ
ルギー利用の強制的な日標設定を行った。それは,電力小売 り会社や直接取引
をする大口需要家に対 して,1997年を基準値 とし2010年までの追加的な電力
量の2%分につき再生可能エネルギーによって生産された電力で賄うことを義
務付けることである(13)。ABAREの推計では,この2%ルールが遵守されると,
2010年までに再生可能エネルギーによる追加的な発電量は約 1000万kWhと
なり,これは1996-97年の発電量を55%ほど上回る(“)。
こうした規制や支援策から,再生可能エネルギーの生産は着実に拡大するも
のと見込まれている。
(10 Howard(1999),2000年7月1日から導入された新しいGST(財サービス税)制度に
関する政府方針の発表文の中に,Measures for a better environment(より良い環境
のための方策)という項目があげられている。
(1)規定の詳細はCOAC(オーストラリア政府会議)で裁決されたのち,施行は2001年1月
からとすることを連邦政府のロバー ト・ヒル環境・遺産大臣が発表した。Hill(1999)。
(10 ABARE(1999),p.50
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5 エネルギー需要
5.1 海外需要 (輸出)
オース トラリアが生産するエネルギー量の3分の2が海外向けであることは
既に述べた。海外へ輸出されるエネルギー源は,石炭,ウラン,天然ガスが大
宗である。原油や石油製品は,輸出入の差 し引きでは輸入超過であるものの,
これらも近隣アジア諸国に輸出されている。
1997-98年のエネルギー輸出量は合計で 8.9×EJである。1973-74年以降,エ
ネルギー輸出の年平均増加率は2桁の17%であり,急速に拡大 してきた。同年
の輸出量の構成 (熱量ベース)は,石炭が52%,ウラン32%,原油・石油製品
が9%,天然ガス5%である。
ウランとLNGはそれぞれ 1976年,1989年に輸出が始まった。これに伴な
い,エネルギー輸出全体に占める石炭の割合は低下傾向を示 してゆく。しかし,
エネルギー輸出に占める石炭の割合は,依然として約5割ある (図5.1参照)。
一方,輸出金額ベースの構成は,これと様相を異にする。1997-98年のエネル
ギー製品の輸出金額は158億ドルであり,オー ス トラリアの輸出額合計の18%
を占める(表5.1参照)。 エネルギー輸出金額合計に占める各エネルギー源の割
合は,石炭61%,ウラン2%,石油25%,天然ガス12%である。熱量ベースで
は,ウランの割合は30%を超えていたが,金額ベースではわずか2%である。
これは熱量あたりの市場価値の差異を反映 している。商品としてのウラン鉱そ
のものの加工度は低 く,原子力発電の燃料棒となるまでには相当の加エプロセ
スが必要である。
歴史的にみれば,オー ス トラリアの輸出品は,建国以来 1950年代までの農業
製品,1960年代からの鉱物資源へと主力商品を移 してきた。仕向先も宗主国の
英国をはじめとした欧州を中心とした時代から,現在ではアジア太平洋地域が
圧倒的な貿易相手になっている。
ここ10年に限れば,製造業製品輸出の躍進は著 しい。鉱物資源輸出が年率
9%で増加してきたのに対 し,農業関連は同5%,製造業製品のそれは同14%
で拡大 している (1987-88年～1997-98年)。 しかし,輸出金額の絶対値で見る
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(石炭比率 :%)(輸出量 :PJ)
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(注) 石炭には黒炭,練炭およびコークス等を含む。
(資米斗)前1場図に同じ, ABARE,1999
図 5。1 エネルギー輸出の推移
表5.1 エネルギー製品の輸出金額
匡コ ウラン
魏赳0天然ガス
SS§石油製品
駆霞ヨ原油
匡コ 石炭
一 石炭比率
1995-96 1996-97 1997-98
百万ドル %a %b 百万ドル %a %b 百万ドル %a %b
石炭・石炭製品
石油
原油
石油製品
天然ガス
ウラン・トリウム
7,775 10.2
3,189  4.2
1,593  2.1
1,596  2.1
1,562  2.1
242  0.3
60.7
25.0
12.5
12.5
12.5
1.8
7,958 10.1
3,805  4.8
1,883  2.4
1,922  2.4
1,895  2.4
245  0.3
57.4
27.3
13.6
13.6
13.6
1.7
9,562
3,980
1,972
2,008
1,968
288
10.9
4.5
.2
2.3
2.2
0.3
60.9
25_1
12.3
12.8
12.3
1.7
合計 12,768 16.8 100.0   13,903 17.6 100.0    15,798 17.9 100.0
(注)
(資料)
a輸出金額合計に占める割合, bエネルギー輸出計に占める割合
ABS,7οα/3ο力И″s′%α′η1999,(ABS Cat No.1301.030.001),1999
と,鉱物資源は420億ドル,農業関連 230億ドル,製造業製品210億ドルであ
る。製造業製品の輸出は農業関連輸出と肩を並べるほどに拡大 してきたものの,
未だ鉱物資源輸出額の半分の規模である。つまり,オー ス トラリアの輸出は,
依然として鉱物資源 とりわけエネルギー資源に圧倒的に依存 しているのであ
る。
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5.2 国内エネルギー需要
一方,国内エネルギー需要は総需要の36%を占め 4.8×EJである (1997-98
年)。 1973-74年は2.6×EJとであったから,この間の年平均平均増加率は2.
6%となる。同期間において, 日本のそれは1.7%,OECD諸国合計は1.4%で
あった。それらと比べれば,オー ス トラリアの国内エネルギー需要は相対的に
堅調に推移してきた。この原因の一つは,同時期のGDP成長率が年率3.2%,
人口増加率も1.3%と,エネルギー需要に大きな影響を与える基本的な要因が,
他の先進諸国に比べて相対的に高めに推移 したことがある。
5.2.1 エネルギー源別推移
この需要をエネルギー源別に見れば,石炭・石油 。天然ガス 。再生可能エネ
ルギーが,順に42%,35%,18%, 6%を分担 している(1997-98年)。 1973-74
年以降,最も高い伸びを示したエネルギー源は天然ガス (年率6.9%)である。
それに呼応 して,全エネルギー消費に占める天然ガスのシェアは,1973-74年の
7%から18%に拡大 した。一方,石油のシェアは50%から35%に低下 してい
る。石油は天然ガスに代替されてきた。石油代替としての天然ガスは,製造業 ,
民生用の厨房・暖房,発電部門で浸透 している。
また,1990年代に入って急増 したエネルギー源は,発電用の褐炭である。先
述 したように,これはVIC州内にある発電所での消費拡大が原因である。
石油製品の消費量は,第二次石油危機後の 1980年代前半にマイナス成長を記
録 したものの,1985年以降は緩やかな成長を辿っている。しかし,1990年代の
年率増加率は1.9%とその足取 りは他のエネルギーに比べて緩漫である。これ
は,輸送用の石油製品を除いて,市場で石油代替が進んできていること,輸送
用燃料もガソリン車普及の飽和と燃費改善が進んでいるためである。
5.2.2 需要用途別推移
国内エネルギー需要を需要用途別に見ると,転換(主として発電),産業,交
通の3部門で需要計の8割を占める (1997-98年)。 しかし,1973-74年との違
いは,1997-98年では発電が最大の消費部門となり,それに輸送と製造業が続い
ていることである。発電分野の増加は,最終ユーザーにおける電力化傾向が進
んだこと,電力が主要エネルギー源である幾つかの産業が急拡大 したこと,が
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(一次エネルギー 国内需要:PJ) (GDP i10億ドル)
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(注)GDPは1996-1997実質価格,「再生可能」は水力,木材,バガス,太陽を合む。
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背景にある。それら産業は,商業や非鉄金属業である。
5.3 地域別需要
エネルギー需要を州別に見れば,次のような特徴が伺える。歴史的に,シド
ニーやメルボルンといった産業活動の拠点を後背地に持つNSW州やVIC州
などの南東部の州が,国全体のエネルギー消費の大半を占めてきた。1973-74年
において,二つの州が国全体のエネルギー消費に占める割合は,順に36.0%,
27.2%であり,両者で63.2%であった。
しかし,鉱業や鉱物加工産業といったエネルギー多消費産業を抱えるQLD
州やWA州の発展が,このエネルギー消費地図を変化させてきた。1997-98年
の統計では,NSW州とVIC州の構成比は29.7%,26.6%であり,両者合計で
56.3%となった。他州の相対的な伸張が,両州のウェイ トを7ポイント低下さ
せたことになる。
5.4 最終エネルギー消費
取終エネルギー消費は,オー ス トラリア全体のエネルギー消費量の約 7割を
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占め る。その需要部門別内訳 は,産業44%,交通37%,民生 18%である
(19997-98年)。 他のOECD諸国と比べれば,産業や交通部門が相対的に大き
な割合を占めていることが特徴である。
5.4.1 産業部門
1970年代から現在まで,最終エネルギー消費に占める産業部門の割合は,ほ
ぼ一貫 して40%強を占めてきた。しかし,当該部門を構成する個々の産業構成
は変化 している。つまり,素材産業 (鉄鋼・化学)のウェイトは低下 し,鉱業
のそれが増加傾向にある。鉱業におけるエネルギー消費の増大は,1980年代末
のLNG開発,天然ガス需要の拡大,原油・コンデンセー ト・LPG生産の増大
の結果である。その他の鉱業における旺盛なエネルギー需要は,ニッケル,金,
鉱物砂,石炭や鉄鉱石の抽出や加工において生 じている。
鉱業以外の製造業におけるエネルギー消費量では,金属製品製造が製造業全
体の46%をしめ,石油・石炭・化学工業が22%,食品 。飲料・タバコ製造業が
15%である。金属製品製造業の内部においても,その主役は鉄鋼業から非鉄金
属に置き換わっている。これは,主として1980年代初頭の鉄鋼業の再編 と規模
の縮小,および国際的に安価な電力価格を背景としたアル ミニウム電解・精錬
事業の拡張が背景にある(15)。
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図 5。4 最終エネルギー消費の需要部門別構成
産業部門の燃料構成は,過去 25年の間に大きく変化 してきた。石油製品を代
替 して天然ガスが伸張 してきたことが最大の変化であり,これはボイラやキル
ンで起こっている。この間,天然ガスのシェアは9%から30%に拡大 し,石油
は42%から19%に減少 した。電力は10%が20%まで拡大 している。これは先
述 したアル ミ電解の伸張の影響である。
5.4.2 交通部門
交通部門は最終エネルギー消費の37%を占める。そのうちの4分の3は道路
輸送によるエネルギー消費であり, さらにその3分の2は旅客輸送によって生
じている。エネルギー源としては,99%が石油製品である。
競近の際だった特徴は,航空輸送燃料の急増である。1990年以降の航空輸送
によるエネルギー消費増加率は,年5.6%であり,交通部門計の2.7%を大きく
上回っている。これは観光産業の伸張と,航空輸送コス トが他輸送手段に対 し
て競争力を持ち始めたことに由来する。
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(10 ABARE(1999),Ibid.p.32
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5.4.3 民生部門
1970年代以降現在まで,民生部門が最終エネルギー消費合計に占める割合は
17～18%であり,大きな変化は無い。 しかし,民生部門内部での構成変化は大
きい。
業務用が民生部門合計に占める割合は一貫 して拡大基調を辿 り,1973-74年
の27%が1997-98年には35%を担 うに至った。1990年以降の業務用エネル
ギー消費量の年平均増加率は3.9%であり,家庭用の2.3%を大きく上回る。こ
うした業務用エネルギー増加の背景には,OA機器の利用増加とビジネス時間
に関する規制緩和がある。とりわけ小売 り業に関する営業時間の規制緩和が,
エネルギー消費機器の稼働時間を拡大させた(16), と分析されている。
一方,家庭用エネルギー消費が相対的に低成長であるのは,①低い人口増加
率,②家庭用器具に関するエネルギー効率の恒常的な改善,③住宅デザインの
改善,などに由来する。
燃料構成についても変化が見られる。1983-84年までの10年間に,石油と天
然ガスが置き換わり,石炭のシェアは20%から8%に低下し,逆に天然ガスの
それは10%が20%になった。1997-98年でみれば,石油と天然ガスのシェアは
さらに開き,石油のそれは4%,天然ガスは30%となった。期間を通じて,電
力は家庭用エネルギーの大宗をしめ,1997-98年では44%のシェアを持ってい
る。
6 エネルギー産業の現状
6.1 石炭産業
オース トラリアの石炭産業の課題として,これまで幾度となく次のような点
が指摘されてきた。第一には,炭鉱や港湾の労働組合が強 く,ストライキによっ
て供給中断の可能性が高いこと,第二には,その紛争処理にも長時間を必要と
すること,第二には,鉄道運賃が高 く,FOBベースの出荷コス トを低下 し難い
(10 ABARE(1999),Ibid.p.32
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こと,などである。
こうした問題に対処すべ く,同時に石炭産業の国際競争力を維持 し続ける方
策を検討するために,連邦政府は「生産性委員会」にオース トラリア石炭産業
の診断と処方を依頼 した。その答申レポー トが 1998年に提出された(17)。
この報告書は,①炭鉱での労使協定,②鉄道や港湾のインフラ,③石炭産業
に関する政府の規制等に,様々 な問題があることを指摘 し,その改善策を提示
した。具体的には,労使交渉に関する連邦の「裁定」の取りやめ,輸送インフ
ラの自由化,これまでの規制全般の見直し,などが提案された。
現在は,労使慣行の変更などスムーズとは行かないまでも,上のような提案
を政府が取り込み,その実施を進めている。国際的な石炭市場の軟調から,石
炭産業の経営は困難な局面を迎えており,合理化を推進する最中である。
6.2 石油産業
6.2.1 石油開発・探鉱
石油産業の上流部門 (探鉱。開発)を構成する主要企業は,国際石油メジャー
ズおよびBHPやSantosを筆頭としたオース トラリアの国際企業である。その
ため,この分野のビジネスは,国際スタンダー ドが適用される。探鉱 。開発に
関する許認可権限は,原則として,鉱区が陸上である場合には州政府,沖合で
ある場合には連邦政府とされてきた。 しかし,実際には沖合開発においても,
州政府の規制権限が及ぶ場合もあり,煩瑣な事務手続きが開発企業に要求され
てきた。
そのため,オー ストラリアの石油資源の開発を従来以上に促進させることを
意図したハワー ド連邦政権は,次のような施策を打ち出した(18)。それらは,①
連邦と州政府の規制の見直し,②環境保護を視野に入れながら,石油法 (the
Petroleum(Submerged Lands)Act 1967)の改正,③競争原理に沿った形で
石油法を全面見直しする,④石油産業の戦略的政策を進める,ことである。こ
(1つ Productivity Conlnlission(1998)
(10 Haward(1998)
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うした立場を採るハワー ド連邦政府は,チムール海,North Shelf,VIC州と
TAS州の沖合などに関して,積極的に鉱区の開放を行っている。それが,ここ
数年の沖合油田への積極的な投資をもたらし,埋蔵量の積み上げにつながって
いる。
6.2.2 精製・販売
石油製品の精製・販売といった下流部門では,市場での厳 しい競争が繰 り広
げられている。その理由は,国内企業間の激 しい競争に加えて,アジアからの
安価な輸入製品の流人が追い打ちをかけているからである。そのため,精製会
社の利潤は低下傾向を辿 り,各社は親会社であるメジャーズの垣根を超えて,
精製事業の統合化に動いている。オース トラリア消費者競争委員会(ACCC)の
判断によって実現はしなかったものの,Shellオース トラリア社 とMobil石油
オース トラリア社の合弁精製会社構想(1998年9月),BP AmocoとCaltexに
よる精製合弁事業構想 (1998年12月)などがそれである。
石油製品販売事業に関して,連邦政府は公正で競争的な市場を目指 し,石油
産業改革に関する草案を1998年に公開した。競争促進の日玉は,サイト法やフ
ランチャイズ法の撤廃を行い,その代わりに新たに石油規則 (Oil Code)を設
けようというものであった。前二つの法律(19)は,実質的にオース トラリア国内
におけるメジャーズ系石油会社の影響力を限定させるものであった。具体的に
は,メジャーズが直営できるガソリンスタンド数に制限が掛けられるため,そ
れ以上の販売を意図するメジャーズ系石油会社は,別の独立系ガソリンスタン
ド会社とフランチャイズ契約を結んで,販売委託をせざるをえない。
このような規制は民族系石油企業に対 して適用されないため,サイト法は不
公平で市場を歪める法律だと認識されてきた。この観点から,市場での競争を
重視する連邦政府は,この法律の改廃を提案 していた。しかし,1999年10月,
連邦政府はこの提案を取 り下げざるを得なくなった。民族系石油販売業者を代
(19) PetrOleum Retail p?larketing Sites Act 198oおよυヾ IPe r01eul■l Retail 卜4arketing
Franchise Act 1980。前者は精製・元売り会社が直接運営できるSSの数を全SSの5%
以内と制限し,後者は元売 りと小売のフランチャイズ契約に関し,一方的な契約解除が
できないこと等を定めている。
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表するオース トラリア自動車販売協会 (Motor Trades Association of Aus―
tralia:MTAA)の反対に屈 したためである。
政府改革案の取 り下げは,メジャーズ系石油会社にとって大きな失望感をも
たらすと同時に,メジャーズ各社はオース トラリア国内における石油下流部門
ビジネスの見直しを迫られている(20)。
6.3 ガス産業
6.3.1 ガス配給会社
規制緩和はオース トラリアのガス事業も例外ではない。それまでガス配給会
社は,州営の地域独占事業として営まれてきた。1990年代前半からの規制緩和
を通 じて,ガス配給事業の民営化が進められてきた。これはガス・ソースの多
様化と競争の増大を目的としている。株式の公開を通 じて行われる民営化は,
同時に,外国資本の参人も呼び起こしている。
例えばVIC州では,州内にある3つの州営ガス配給・小売 り会社について民
営化を進めてきた。1999年2月には,米国のテキサス・ユーティリティ社がVIC
州西部の大部分を商圏とするWestar/Keneticというガス配給・小売 リセン
ターを約 16億ドルで買収 した。さらに翌月には,メルボルン周辺に天然ガスを
配給していたMultinet/1kOn配給センターを,米国ニュージャージ州の公益持
株会社であるGPUが買収している。同月,VIC州政府は,天然ガス流通ネット
ワークのStraus Networkと配給会社であるEnergy 21を,Boral Energyと
Envestraが主催するオース トラリア共同融資団に,31億8000万ドルで売 り
払っている。
6.3.2 パイプライン
天然ガス事業の拡大は,パイプライン網の整備や民営化と不即不離の関係に
ある。オーストラリア・ガス協会 (AGA)によれば,今後数年のパイプライン
ヘの投資額は40億7000万ドルに至り,新たに6,831マイルのパイプライン網
を構築すると見込んでいる(21)。こうした支出は,ガス分野における一層の競争
(20)OGJ(1999)
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を狙った州際パイプラインの敷設も視野に入れたものとなる。
パイプラインの民営化については,次のような状況である。
。1998年に,WA州政府は16億4000万ドルでEpic Energy AustraHaに,925
マ'イルの Darnpier‐to―Bunbury天然ガスパイフ°ラインを売去|]
。1999年に,WA州にあるG01dfield's Gas Transmission Pipelineの62.7%
株式を2億5000万ドルでSouthern Cross Pipelines Australia社に売却
。1999年,BHP Petoroleum社およびWestcOast Energy Australia社は,
Duke Energy lnternationalに,南東豪州の東ガスパイプライン計画の開発
権を売却
。1999年2月,Australian Gas Light Co.は2000年初頭から,中央NSW州
に天然ガスパイプラインを敷設する計画を発表
。1999年5月,GPU株式会社が TransmissiOn Pipelines Austrahaの一部を
買収
上のようなニュース以外で大きなパイプライン計画は,パプアニューギアか
らのガス輸入計画に付随 したものである。1998年10月,Australian Gas Light
CO。とマレーシアの国営石油会社であるPetronasは,Chevron Services Aus‐
traha社が幹事となるパプアニューギニア供給コンソーシアムとの間で,全長
1,429マイルの天然ガスパイプライン開発プロジェクトに調印した。計画によ
れば,パイプラインを通 じてパプアニューギニアの南高地 (Southern High―
lands)の天然力゛スを,QLD州の地方海岸都市であるTownsvineとGladstone
といった産業需要家まで運ぶことになる。現時点で,既にこの計画は遅れがち
であるとの報道 も見られる。
6.4 電力産業
本格的な電力市場改革は1993年初頭から始まった。ガス事業と同様に,市場
改革以前の電気事業の形態は,垂直統合された電力公社が州内で独立的に事業
を行うものであった。 しかし規制緩和策によって,垂直統合は機能毎に分割 。
11)AGA(1998)
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表6.1 電気事業規制緩和の年表
年  政策決定 重要な改革内容 時期および備考
1959州際取引 州 際 の接 続 はNSWとVICが
Snowy Mountainとの接続制度
を行った
1989州際取引および SAがNSWおよびVICと接続
送電
NSⅥ″,VIC,SAは外|
際運転協定 (IOA)を
結ぶ
990潜在的便益協定
の検討開始
NSW,VIC,QLD,SA,TAS,  199o年10月
ACT間で,州際 の 電 カ ネット
ワークの検討委員会を設ける
1991電力産業改革の 競争的な電力市場設立を目的とし
検討開始    た全国送電管理委員会(NGMC)
の設立
1991年7月,全国電力
市場 (NEM)の導入
に関 して政府間での
検討開始
1992送電線および権 東豪州地域の州際送電線連結と発 1992年5月,1992年12
限分割の合意  電・送電機能分割について合意  月には発電・送電の機
能分割 を州 首脳 に
よって合意
1993多角的送電ネッ
トワーク協調
COAG(オース トラリア政府会議)1993年6月
は1995年7月までに,各州が多角
的送電線協調の実施を合意
1995民営化,法人化,
再編
協同的な法制の
合意
競争の原則と合
意事項
各州は,電力事業を民営化,法人
化,再編を決める
NSVヽ, VIC, QLD, SA, TAS,
ACTは,全国電力市場 (NEM)
を管理するNEMMCOの設置に
合意。各州はNEMに関する規制
を共同で作成することに合意
競争的な電力市場は,COAGで合
意している「競争原則」を元にす
ることを確認
1995-1996年
1995-1996年
1995年5月
1996 NEMに関する SAでは全国電力法1996の可決
第一段階の合意
1996年6月,NEMと
全国電力規制に効力
をもつ法制の確立
オーストラリアのエネルギー需給構造
NSW,ACT,VICで卸電力市場
に限定 したNEMの第 一 段 階
(NEMl)を設置することを合意
NEMMCOおよびNECAの設立
1996年10月
1996-19974F‐。 1997`I■
2月にNECAの最
終会合を持ち,NEM‐
MiCOとNECA Iこ市
場運営の権限を任せ
ることを決める。
1997全国電力市場の
開始
ACCCはNEMlを競争的電力市
場と承認
1997年3月,IOAは
1997年4月30日に廃
止され,その代わりに
NEM取引システム
が開始
1997年5月,1998年3
月までに完全な「全国
電力市場」の開始を想
定する。
1997年10月,NEMに
参画するために1997
`竿
・3月|こ,the Snowy
HydroTrading Co
Pty ltdを言交[立。
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民営化され,発電分野 (卸電力市場)と小売市場は競争市場となっている。
また,州際取引の拡大を意図した卸電力に関する「全国電力市場(22)」の創設
によって,この競争は一層加速されている。徐々に導入されてきた小売市場で
の競争も,VIC州,NSW州,QLD州では2001年1月を目途に,家庭需要家に
まで電力供給会社の選択権が行き渡る予定である。
6.4.1 ビクトリア州の事例
規制緩和が最も進んだ事例として,VIC州の改革を見てみよう。VIC州では,
12)NEM:National Electric Marketはオーストラリアの東部。南部の諸州 (NSW,VIC,
ACT,SA,QLD,TAS)をまたぐ広域電力市場を意味し,さ!1面はWA州およびNTは
含まれていない。
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改革案を三段階に分けて実施 してきた(23)。
第一段階は,垂直統合の分割である。それまで,垂直的に統合されてきた機
能を①発電部門,②送電とシステム管理,③配電部門に分割 し, 3つの州営会
社を設立 した。それぞれは,1994年1月に操業を開始 した。
第二段階は,水平分割と州営企業の設立である。発電部門は, 5つの独立会
社に分割された。送電とシステム管理については,PowerNet Victoria社が高
圧送電ネットワークを所有し,送電事業に責任を持ち,給電とシステム安全性
に関する調整機能はVictoria Power Exchange(ビクトリア電力取引所)に委
ねた。さらに,地域別の配電 。小売 り組織は5つに分割されている。州政府は
1994年7月に,独立的に産業規制を担う組織 として規制監督室 (o?ce of the
Regulator General)を設置している。この組織は,電力料金,プー ル規則,ネッ
トワーク接続や価格, さらに全般的な市場管理を行う。
こうしてVIC州内では,1994年10月から競争的な卸電力市場がスター トし
た。ビクトリア電力取引所は,「プール」調整を通 じて電力取引を行う場所であ
り,移行期に向けた電力料金構造も開発してきた。料金表には,フランチャイ
ズ顧客のための最大単一小売 り料金 (プライスキャップ規制に基づ くCPI―X
体系),システムの送電利用や配電利用のための最大ネットワーク料金(CPI関
連体系)なども含まれている。
第二段 |′1寺は,産業の民営化と全国電力市場への移行である。州の5つの配電
事業会社と送電機能を担うPowerNet Victoria社,および大半の発電事業は,
徐々に民営化されつつある。また,1997年5月には,暫定的な「全国電力市場」
の第一段階が始まり,VIC州。NSW州・ACT(首都特別区)が卸し電力市場
を共有することになった。
VIC州の構造改革は,明らかに英国の電力改革モデルを踏襲している。規制
緩和を通 じて市場の効率性を高めるだけでなく,民営化を通 じて政府財政の立
て直 しを図ろうとする手順 も同 じである。VIC州政府は,州内の配電会社
CitiPower社を米国American Electric Power社に11億ドルで売却 (1998年
(20 この項,DISR(1999)参照
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11月)しているし,発電部門の資産総てを200億ドル超で民間に売却 している
(1999年)。
州によって具体的な時間スケジュールは異なるものの,2002年7月までに,
家庭需要家を合めた総ての消費者が電力会社を選択することができる自由を持
つことになる。
6.4.2 全国電力市場 (NEM)
一方,卸電力市場をより競争的にする役割 りを担っているのが「全国電力市
場 (NEM)」である。その第一段階は,1997年5月4日に始まった。これには,
既に存在 していたVIC州の卸電カプール市場と,NSW州およびACTの卸電
力市場が参画した。
市場オペレーターはNEMMCO(National Electricity Market Manage‐
ment Company:全国電力市場管理会社)が担い,これが市場インフラを提供
する。この市場インフラには,統合された市場を運営する支援システムやデー
タ通信機能が含め られ る。また,国全体 の電力規制 については,NECA
(National Electricity Code Administrator:国家電力規則管理局)が担う。
全国電力市場の形成にあたり,NEMMCOとNECAには次のような役目が
課せられた(24)。NEMMCOは市場 と電カシステムの運転を管理する。その責務
には,スポット市場の運営や管理も含まれ,①ネットワークの毎日の運転管理
とシステム安全保障の維持,②短期先物市場に関する規則の作成,③アンシラ
リー・サービスとシステム・ リザーブの細則の取 り決め,そして金融上の安定
サービスの提供,がある。
一方,NECAは国の電力規則の具現者であり,とりわけ市場 とアクセス体制
を管轄する。電力規則に従いながら,監視や報告を通じて,次のような守備範
囲を持つ。①電力規則の強化,②電力規則の改正,③市場参加者間の紛争解決,
などである。NECAは信頼性委員会 (ReliabiHty Panel)を設立し,電カシス
テムの信頼性の立場から市場のパフォーマンスを検討し,NEMMCOの助言の
元に,電カシステムの安全性と信頼性の基準を決めることになる。
(24)DISR(1999)前掲
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「全国電力市場」を運営する第一世代のNEMシステムは,QLD州で試験さ
れてきた。NEMのソフ トウェアと管理システムの実験は,1998年9月にNSW
州,VIC州,SA州そしてACTで開始された。このシステムは,続く1998年
12月13日からQLD州を除いた3州1特別区が参加した全国電力市場で実施
された。この意味から,1998年が実質的な全国電力市場のスター トということ
が出来よう。
QLD州は未だに南部諸州 とは物理的に接続 していないため,運用は別々であ
るものの,卸し電カプールではNEMと同じシステムを利用している。QLD州
内は,2001年までに完全に競争的な電力小売市場が実現される予定であり,そ
の時までにはNSW州との州際接続が実現される計画である。その時点で,当
初予定されていた「全国電力市場」の完成をみることになる。
6.4.3 電力規制緩和の効果
電力規制緩和の効果は,既に10年の実験を経た英国の事例を見るまでもな
く,オー ス トラリアにおいても長短両面が指摘されている。
長所としては以下がある(25)。
・卸電力価格は大幅に低下し (1996年),安い価格を維持 し続けている
。VIC州のように,州内では大幅な余剰設備が存在するにも関わらず,州際II(
引の増大によって発電設備の設備利用率が改善 した
。発電に供される燃料構成は短期間に大きく変化 した
。州政府の財政赤字が大幅に改善した
。配電会社のサービスが向上 し,信頼度も高まった
一方,短所としては以下がある。
。発電コス トの安い褐炭発電所が高い稼働率を示 し,二酸化炭素排出量が増加
した
。卸し市場のプール価格は, ピーク時に暴騰するなど極めて不安定である
。電気事業の雇用者数は10年前に比べ半減 した
。市場確保のためにプール市場へ不当に安い価格で入札が行われる場合がある
15)ABARE(1999)など
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上で示 した短所は,いずれ も市場が落ち着 くまでの移行期における短期的な
弊害 と言えるか も知れない。 しか し,VIC州内における褐炭消費量の増大は,
まさに発電単価の安さに起因する市場原理の結果である。そのため,政府が環
境政策を強化をしない限り,この傾向は更に続いて行くことになろう。ABARE
予測では,褐炭消費の増大をここ数年に限った傾向としているものの,筆者が
その根拠を問うた際,予測者は明確な根拠を持ち得ていなかった。
7 おわりに
本稿では,オー ス トラリアのエネルギー需給の現状 とエネルギー産業の概況
を述べてきた。日豪の比較をすれば,GDPや人口そしてエネルギー需要の規模
は,オー ス トラリアは日本の数分の 1程度でしかない。 しかし,エネルギー資
源は豊富であり,現在でも国内需要の3倍の量を生産 し,それを世界に供給 し
ている。また,国内エネルギー市場における規制緩和や構造改革の速度は, 日
本以上に迅速で,既にそれなりの成果をあげている。本稿では触れなかったが,
地球温暖化対策についても, 日本の政策以上にシステマティックで挑戦的な試
みが行われている。
こうした政策展開を進める背景には,そもそも経済政策の源流が英国にあり,
一方,国防や外交は米国を横目に呪みながら政策決定を行うという歴史的な経
緯があるのだろう。 しかも,経済的な結びつきは,既に英国や米国よりも地理
的に近い日本を核としたアジア諸国との方が強いのである。
オース トラリアは,国内では多文化主義を標榜 し,多民族の融和を前提に経
済発展を図らざるを得ない状況にある。そうした条件下で行われる政策判断は,
多面的な配慮を必要とするものであり,第二者にとっては極めて興味深い。な
ぜなら,オー ス トラリアが採用する政策は時代の最先端を行 くもののようにも
見えるし,欧米で行われている様々な社会科学の実験の「良いとこ取 り」のよ
うにも見えるからである。
本稿は,オー ス トラリアにおけるエネルギー問題の概況を記すに留まったが,
次稿では各論について問題を掘 り下げる予定である。
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